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別紙 2 国外からの転入届 

 

○ 13市区の調査結果 

・ 転入日について、本人の申出に基づくこととしているもの（10市区町村） 
 
 ・ 転入日について、市から出入国在留管理庁に照会しているもの（2市区町村） 
 
 ・ 出入国在留管理庁に対し開示請求するよう求めているもの（1市区町村） 

 

転入時における入国年月日の確認方法（調査結果一覧） 

№ 市区名 

 

旅
券
の
証
印
を
確
認 

旅券の証印がない場合 

航空便の半

券等により

入国年月日

を確認 

航空便の半券等がない場合 

航空便を電

子チケット

で利用した

場合の購入

履歴や予約

メールの画

面等の提示 

左記画面がない場合 

出入国在留管理庁の記録

で入国年月日を確認 

最終的に本人の申出により

転入日を決定 

市区が出入

国在留管理

庁に入国年

月日を確認 

市民に出入

国在留管理

庁に対する

開示請求を

依頼 

 備 考 

１ Ａ市 ○ ○ ○   ○  

２ Ｂ市 ○ ○ ○   ○  

３ Ｃ市 ○ ○ ○   ○ 注 2 

４ Ｄ市 ○ ○ ○   ○ 注 2 

５ Ｅ市 ○ ○ ○  ○   

６ Ｆ市 ○ ○ ○   ○ 注 2 

７ Ｇ市 ○ ○ ○   ○  

８ Ｈ区 ○ ○ ○   ○  

９ Ｉ市 ○ ○ ○ ○    

10 Ｊ市 ○ ○ ○   ○  

11 Ｋ市 ○ ○ ○ ○ 

このほか旅

券の外国の

出国印を確

認 

   

12 Ｌ市 ○ ○ ○   ○ 注 3 

13 Ｍ市 ○ ○ ○   ○ 注 4 

計 

13

市

区 

13市区 13市区 2市 1市 10市  

（注 1）関東管区行政評価局の調査結果による。 

（注 2）申述内容が真実であることについて一筆の署名を求める。 

（注 3）市内居住の根拠として郵便物を確認。 

（注 4）空港で買物をしたときのレシートで確認。 
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別紙 3 海外在留中に失効した運転免許証の再取得 

○ 運転免許証の特定失効者が再取得する際の試験の免除等の状況

失効から

の経過日

数 

適性試験 

(視力検査

等) 

仮免許試

験 

(学科･技

能) 

本免許試

験 

(学科･技

能) 

講習の受

講 

免許条件の引

継(ゴールド免

許等) 

6か月以内 受講 免除 免除 受講 あり 

6か月を超

え 3年以

内 

受講 免除 免除 受講 なし 

3年を超え

る 

受講 受験 受験 受講 なし 

（注）警察庁 HP等をもとに当局が作成した。 

○ 3都道府県警からの聴取結果

(1) Ａ県警察交通部運転免許本部運転免許課

本来は、運転免許証の有効期間の満了日に海外にいたことを客観的に把握す

るため、旅券及び出入国両方の証印を必要としているが、近年は顔認証ゲート

が導入され証印が省略されるケースもあることから、次のいずれかの方法によ

り対応している。 

① 出入国在留管理庁に対して郵送又は訪問により出入国年月日を示す資料の

開示請求を行うよう案内。 

② 上陸した空港に出向き、入国の証印を押してもらうよう案内。

③ 出国に係る証印がある場合は、入国時に搭乗した航空便の半券の提示を求

める。 

なお、①の開示請求に要する期間について、顔認証ゲートが導入される以前

は 2 週間程度であったものの、ゲート導入後は、約 1 か月（注）程度を要する

ケースが多くなっている。このため、旅券に証印がない場合は、帰国後 1 か月

以内に申請することが困難となり、免許を受けるに当たっては学科試験及び技

能試験を受検する必要が生じる。このため、県警では、道路交通法の規定を

「出入国在留管理庁から情報開示を受けてから 1 か月以内である場合」と解釈

して対応している。 

  （注）当該開示請求は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 

年法律第 42 号）に基づくものであるため、開示決定の期限は、同法第 10 

条第 1 項に基づき、30 日以内とされている。 
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(2) Ｂ県警察免許課及びＣ県警察運転免許試験課

「本来は旅券及び出入国両方の証印が必要であること」及び「証印が無い場

合は出入国在留管理庁に対する情報開示が必要であること」については、Ａ県

警察と同様であるが、航空便の半券では受け付けていない。また、出入国在留

管理庁への開示請求に要する期間については、考慮していない。 
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別紙 4 年金保険に関する合算対象期間（免除期間）の証明 

 

○ 4年金事務所からの聴取結果 

（Ａ、Ｂ及びＣ年金事務所の説明） 

合算対象期間を認定するに当たっては、その期間に日本国内に居住していない

こと、すなわち住民票を異動していることが必要条件となっており、住民票が日

本国内にありながら海外に滞在しただけでは合算対象期間には含まれない。した

がって、原則としては、戸籍の附票があれば、住所の変更の状況を把握できるた

め、事足りる。しかし、現在の戸籍は、平成 6年法務省令第 51号附則第 2条第 1

項等により平成の中頃に改製されているため、附票に記載されている住所につい

ては、改製後のものしか記載されていない。改製前の住所を把握するためには、

原附票の写しを申請する必要があるが、この保存期間については既に満了してい

るため、市町村によっては廃棄されていることがある。これでは、過去の住所の

変更状況が分からないため、古い旅券の証印や、外国の居住証明書、出入国在留

管理庁の出入国記録などにより、海外に滞在していたことを確認している。 

 

（Ｄ年金事務所の説明） 

出入国在留管理庁に対する照会は、申請者で行っていただくようにしているが、

年金事務所長の職権で行う場合もある。従前は、この手続に 1 か月程度要していた

が、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、現在では、3～4か月かかるものと出

入国在留管理庁から言われている。 

 

 

○ 日本国籍を有する者の国外居住期間等に係る合算対象期間の確認に必要な書類について

（平成 24年 6月 14日年管管発 0614第６号・厚生労働省年金局事業管理課長通知） 

 

住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成 21年法律第 77号）及び出入国管理及び難民認定法及

び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正

する等の法律（平成 21年法律第 79号）の施行に伴い、外国人登録制度が廃止され、適法に 3 月を超

えて在留する等の外国人であって住所を有する者は、住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81 号）の適

用対象とされることとなり、住民票が作成されるとともに、在留カード及び特別永住者証明書が新た

に交付されることとされている。 

このため、日本国籍を有する者の日本国内に住所を有しなかった期間並びに日本国籍を取得した者

及び永住許可を受けた者のそれ以前の期間の確認に必要な書類については、期間の種類に応じて次表

のとおり本年 7 月 9日より適用することとしたので遺憾のないよう取り扱われたい。 

なお、これに伴い「日本国籍を有する者の国外居住期間等に係る合算対象期間の確認に必要な書類

について」（昭和 61年 7月 10 日庁保険発第 35 号）は、本年 7 月 8日をもって廃止する。 

 

期間の種類 添付書類 

国民年金法附則第 7条第 1項により合

算対象期間とされる期間のうち同法附

当該期間が確認できる次のいずれかの書類 

ア 戸籍の附票の写し 
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則第 5条第 1項第 3号に該当した期間

及び昭和 60 年法律第 34号附則第 8 条

第 5項第 9号に掲げる期間 

 

 

イ 旅券法（昭和 26年法律第 267 号）に規定する旅券

（パスポート）の写し 

ウ 滞在国が交付した居住証明書 

エ 滞在国の日本領事館等の発行した在留証明書 

オ その他上記に掲げる書類に準ずるもの 

 

昭和 60年法律第 34号附則第 8条第 5

項第 10号及び第 11号に掲げる期間 

 

当該期間が確認できる次のいずれかの書類 

ア 戸籍謄本又は抄本（戸籍を取得した者に限る） 

イ 住民票の写し 

ウ その他、旅券（パスポート）の写し、永住を許可さ

れた旨が記載された在留カード又は特別永住者証明書等

上記に掲げる書類に準ずるもの 
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有効期限切れとなった国民健康保険被保険者証、高齢受給者証 

及び後期高齢者医療被保険者証の返却・処分方法について 

１ 相談内容 

国民健康保険の保険証の毎年度の更新のたびに、期限切れの保険証を返却するよう

求められるため、窓口まで行って返却しているが、保険証は、受診する病院で確認さ

れるため、期限切れのものが悪用されるとは考えられない。 

このため、自分で破棄してもいいのではないか。 

（※）四国行政評価支局において、本相談をもとに、四国地域行政苦情救済推進会議

に付議した結果、全国・統一的な課題として検討すべきとの意見があった。 

２ 制度概要・調査結果等 

(1) 有効期限切れとなった国民健康保険の被保険者証、高齢受給者証及び後期高齢

者医療の受給者証の取扱い【別紙 1、別紙 2】

〇 国民健康保険の被保険者証（～69歳）及び後期高齢者医療の受給者証（75 歳

～）は、検認又は更新のため、保険証の提出を求められたときは、遅滞なく提

出しなければならない。 

（国民健康保険法施行規則第 7条の 2第 2項、高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第 20条第 3項） 

○ 国民健康保険の高齢受給者証（70～74 歳）は、有効期限に至ったときは、遅

滞なく市町村に返還しなければならない。（国民健康保険法施行規則第 7条の 4第 2項）

○ 省令で定める上記書類（これら３種類をまとめて以下「保険証」という。）の様式

の備考欄には、有効期限を経過したときは速やかに市町村に提出・返却する旨

が記載されている。

(2) 調査結果【別紙 3】

四国行政評価支局が、期限切れの保険証の返却・処分方法について、管内の保

険者（国民健康保険：95市町村、後期高齢者医療：4広域連合）を調査したとこ

ろ、被保険者自身による廃棄を認めているのは、84 市町村（88.4％）・4 広域連合

（100％）であった。 

返却を求めている市町村も、返却されなかった場合でも、催促するなど回収

業務までは行っていないとしている。 

(3) 関係機関の意見

ア 四国厚生支局

保険証を返却しないことによる支障は承知していない。

イ 高松市

期限切れの保険証を返却してもらわなくても、特段の支障はない。

資料 2 推進会議（第 120回）新規付議案件 
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３ 四国地域行政苦情救済推進会議の審議結果（第 104回（令和 2年 2月 14日）） 

〇 市町村は、法令の規定があるために、自由な破棄を認めにくいのではないか。 

〇 規定を改正し、期限切れの保険証の扱いをはっきりさせるべきではないか。 

〇 ペーパーレス時代に余計な手間がかからないよう、厚生労働省が市町村に助言

すればいいのではないか。 

４ 厚生労働省の見解 

 当方から、期限切れとなった保険証を被保険者自身で破棄できるよう法令を改

正できないか働きかけたところ、以下のとおり回答。 

期限切れとなった国民健康保険被保険者証、高齢受給者証、後期高齢者医療被

保険者証のいずれも、被保険者自身で破棄しても差し支えないよう省令を改正し、

その趣旨を含め、都道府県・市町村等に周知する。具体的改正内容は検討中。  

５ 論点 

〇 有効期限が到来した保険証を提出・返却しなくとも、新たな保険証が交付され、

受診する医療機関もこれを確認していることから、古い保険証の提出・返却自体

が不要ではないか。 

〇 提出・返却を求める規定があるために全国で発生し得る相談であって、特段の

支障がなければ、この規定を見直すべきではないか。 

６ 考えられるあっせん事項 

① 有効期限切れとなった国民健康保険被保険者証、高齢受給者証及び後期高齢

者医療被保険者証の返却を不要とし、被保険者等が自ら処分できるよう、国民健

康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の関係規定を

見直すこと。

② ①の措置について、被保険者、都道府県及び市区町村に周知すること。
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別紙 1 国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則 
 
○国民健康保険法施行規則（昭和三十三年厚生省令第五十三号）（抜粋） 
（被保険者証の検認又は更新） 
第七条の二 市町村は、期日を定め、被保険者証の検認又は更新をすることができる。 
２ 世帯主は、前項の検認又は更新のため、当該世帯主が住所を有する市町村に被保険者証の提

出を求められたときは、遅滞なく、これを当該市町村に提出しなければならない。 
３ 市町村は、前項の規定により当該市町村の区域内に住所を有する世帯主から被保険者証の提

出を受けたときは、遅滞なく、これを検認し、又は更新して、当該世帯主に交付しなければな
らない。ただし、法第九条第三項又は第四項の規定により市町村が当該世帯主に対し被保険者
証の返還を求めている場合は、この限りでない。 

４ 第一項の規定により検認又は更新を行つた場合において、その検認又は更新を受けない被保
険者証は、無効とする。 

（高齢受給者証の交付等） 
第七条の四 市町村は、法第四十二条第一項第三号又は第四号の規定の適用を受ける被保険者の
属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限る。）に対し、当該被保険
者に係る様式第一号の二の二による被保険者証を交付した場合を除き、様式第一号の四又は様
式第一号の五による一部負担金の割合を記載した証（以下「高齢受給者証」という。）を、有効
期限を定めて交付しなければならない。 

２ 前項の被保険者が、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、当該被保険者の属する
世帯の世帯主は、遅滞なく、高齢受給者証を当該世帯主が住所を有する市町村に返還しなけれ
ばならない。 

一 高齢受給者証に記載された一部負担金の割合が変更されたとき。 
二 当該市町村から法第九条第三項又は第四項の規定による被保険者証の返還の求めがあつたと

き。 
三 高齢受給者証の有効期限に至つたとき。 
３ 第七条の二（第三項ただし書を除く。）の規定は、高齢受給者証の検認及び更新について準用

する。 
４ 世帯主は、その世帯に属する被保険者に係る高齢受給者証を破り、汚し、又は失つたときは、

直ちに次に掲げる事項を記載した申請書を当該世帯主が住所を有する市町村に提出し、第七条
第一項第二号に掲げる書類（当該申請書に被保険者の個人番号を記載しない場合に限る。）を提
示して、その再交付を申請しなければならない。 

一 被保険者の氏名、性別及び生年月日 
二 被保険者の個人番号又は被保険者記号・番号 
三 再交付申請の理由 
５ 高齢受給者証を破り、汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その高齢受給者証を

添えなければならない。 
６ 第七条第四項及び第五項の規定は、高齢受給者証の再交付について準用する。 
７ 世帯主は、高齢受給者証の再交付を受けた後、失つた高齢受給者証を発見したときは、直ち

に、発見した高齢受給者証を当該世帯主が住所を有する市町村に返還しなければならない。 
 
○高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成十九年厚生労働省令第百二十九号）（抜粋） 
第二十条 後期高齢者医療広域連合は、期日を定め、被保険者証の検認又は更新をすることがで

きる。 
２ 後期高齢者医療広域連合は、前項の規定により期日を定めるに当たり、保険料を滞納してい

る被保険者に係る被保険者証につき通例定める期日より前の期日を定めることができる。 
３ 被保険者は、第一項の検認又は更新のため、被保険者証の提出を求められたときは、遅滞な

く、これを後期高齢者医療広域連合に提出しなければならない。ただし、既に後期高齢者医療
広域連合に被保険者証を提出している者については、この限りでない。 

４ 後期高齢者医療広域連合は、前項の規定により被保険者証の提出を受けたときは、遅滞なく、
これを検認し、又は更新して、被保険者に交付しなければならない。ただし、法第五十四条第
四項又は第五項の規定により後期高齢者医療広域連合が被保険者に対し被保険者証の返還を求
めている場合は、この限りでない。 

５ 第一項の規定により検認又は更新を行った場合において、その検認又は更新を受けない被保
険者証は、無効とする。 
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別紙 2 被保険者証等の返納に関する規定の状況 

 
 

制度の
種別 

国民健康保険 後期高齢者医療制度 

根拠法 
令 

国民健康保険法 高齢者の医療の確
保に関する法律 

検認又
は更新
に関す
る規定
状況 

被保険者証 高齢受給者証 受給者証 

世帯主は、前項の検
認又は更新のため、
当該世帯主が住所を
有する市町村に被保
険者証の提出を求め
られたときは、遅滞
なく、これを当該市
町村に提出しなけれ
ばならない。（規則第
7条の 2第 2項） 
第 1 項の規定により
検認又は更新を行つ
た場合において、そ
の検認又は更新を受
けない被保険者証
は、無効とする。（施
行規則第 7 条の 2 第
4項） 

被保険者が、次の各号のいずれかに該当す
るに至つたときは、当該被保険者の属する
世帯の世帯主は、遅滞なく、高齢受給者証
を当該世帯主が住所を有する市町村に返
還しなければならない。（規則第 7 条の 4
第 2項） 
1、2（略） 
3 高齢受給者証の有効期限に至つたとき。 
第 7 条の 2（第 3 項ただし書を除く。）の
規定は、高齢受給者証の検認及び更新につ
いて準用する。（施行規則第 7 条の 4 第 3
項） 

被保険者は、第 1 項
の検認又は更新の
ため、被保険者証の
提出を求められた
ときは、遅滞なく、
これを後期高齢者
医療広域連合に提
出しなければなら
ない。（施行規則第
20条第 3項） 
第1項の規定により
検認又は更新を行
つた場合において、
その検認又は更新
を受けない被保険
者証は、無効とす
る。（施行規則第 20
条第 5項） 

様式の
備考欄 

被保険者証 被保険者証兼 
高齢受給者証 

高齢受給者証 受給者証 

(6)有効期間を経過
したときは、被保険
者証を使用すること
はできないので、速
やかに、市町村に提
出して、検認又は更
新を受けること。（様
式第 1号） 

(6)有効期間を経過
したときは、被保険
者証を使用するこ
とはできないので、
速やかに、市町村に
提出して、検認又は
更新を受けること。
（様式第 1号の 2の
2） 

3 被保険者の資格
がなくなったとき
又はこの証の有効
期限に至ったとき
には、直ちにこの証
を市町村に返して
ください。また、転
出の届出をする際
には、この証を添え
てください。（様式
第 1号の 4、第 1号
の 5） 

(4)有効期間を経過
したときは、被保険
者証を使用するこ
とはできないため、
速やかに、市町村に
提出して、後期高齢
者医療広域連合の
検認又は更新を受
けること。（様式第 1
号） 

（注）国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則に基づき当局が作成。 
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別紙 3 四国支局管内における有効期限切れの被保険者証等の返却・処分方法 

 

四国行政評価支局が、有効期限切れの被保険者証等の返却・処分方法について、管内の

95 市町村及び 4広域連合を調査したところ、以下の状況がみられた。 

  

① 被保険者自身での破棄を認めている：84 市町村（88.4%）、4広域連合（100%） 

② 返却を求めている：10市町村（10.5%） 

③ 国民健康保険被保険者証は返却を求めているが、高齢受給者証は被保険者自身で 

の破棄を認めている：1市町村（1.1%） 

 

 （注 1）国民健康保険被保険者証及び高齢受給者証については市町村、後期高齢者医療

被保険者証については広域連合への調査結果。 

   （注 2）有効期限切れの国民健康保険被保険者証及び高齢受給者証の返却・処分方法に

関する当局の照会に対し、回答内容に応じて以下のとおり整理した。 

①：「窓口に返却又は被保険者自身で破棄」又は「被保険者自身で破棄」と回答 

②：「窓口に返却」と回答 

③：国民健康保険被保険者証については「窓口に返却」と、高齢受給者証について 

は「窓口に返却又は被保険者自身で破棄」と回答 

 

①の市町村及び広域連合では、当該方法を採用している主な理由として、「被保険者の

負担軽減や利便性の考慮」、「有効期限が切れており、医療機関での誤使用や悪用のおそ

れは低い」等としている。 

一方、②の市町村では、当該方法を採用している主な理由として、「医療機関での誤使

用を防ぐため」、「個人情報流出、悪用を防ぐため」などとしているほか、「国保規則で規

定されている様式において、有効期限を経過したときは、市町村へ提出・返却するよう

規定されているため」としている。 

ただし、②及び③の市町村においても、有効期限切れの国民健康保険被保険者証及び

高齢受給者証が返却されなかった場合に、被保険者に対して催促するなど厳格な回収は

行っていないとしている。 
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有効期限切れの被保険者証等の取扱いに係る調査結果 

令和 2 年 2月 14日 

四国行政評価支局 

首席行政相談官室 
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表 1 有効期限切れの国民健康保険被保険者証及び高齢受給者証の返却・処分方法 

95市町村（徳島県内：24市町村、香

川県内：17市町、愛媛県内：20市町、

高知県内：34市町村） 

左記方法を採用している主な理由 

 ①うち、被保険者自身での破棄を

認めている市町村数：84 市町

村（徳島県内：21市町村、香川

県内：12市町、愛媛県内：18市

町、高知県内：33市町村） 

・被保険者の負担軽減や利便性を考慮してい 

るため 

・有効期限が切れており、誤使用や悪用のお

それは低いため 

・返却を徹底すると窓口が混雑するおそれが

あるため 

・過去に被保険者自身での破棄を認めてほし 

いとする相談が寄せられたため 

②うち、返却を求めている市町村

数：10市町村（徳島県内：3市

町村、香川県内：4市町、愛媛

県内：2 市町、高知県内：1 市

町村） 

・国民健康保険法施行規則で規定されている

被保険者証等の様式において、有効期限を

経過したときは、市町村へ提出・返還する

よう規定されているため 

・誤使用を防ぐため 

・個人情報流出、悪用を防ぐため 

③うち、国民健康保険被保険者証

は返却を求めているが、高齢受

給者証は、被保険者自身での破

棄を認めている市町村数：1市

町村（香川県内：1市町） 

・国民健康保険から脱退した被保険者が、資

格喪失後に誤使用する事例が多く、有効期

限切れの国民健康保険被保険者証につい

ても原則として返却を求めているが、高齢

受給者証はその必要性は高くないと考え

るため 

（注）1  当局の調査結果による。 

   2  調査結果は、令和元年 12月 1日時点の状況である。 

3  本表は、有効期限切れの国民健康保険被保険者証及び高齢受給者証の返却・処分方法

に関する当局の照会に対し、回答内容に応じて以下のとおり整理したものである。 

①：「窓口に返却又は被保険者自身で破棄」又は「被保険者自身で破棄」と回答 

②：「窓口に返却」と回答 

③：国民健康保険被保険者証については「窓口に返却」と、高齢受給者証については

「窓口に返却又は被保険者自身で破棄」と回答 

   4 本表②及び③の市町村（③は国民健康保険被保険者証に係る内容）においても、国民

健康保険被保険者証及び高齢受給者証が返却されなかった場合に、被保険者に対して催

促等は行っていなかった。このため、厳格に返却を求めている市町村は見受けられなか

った。 
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表 2 有効期限切れの後期高齢者医療被保険者証の返却・処分方法 

4後期高齢者医療広域連合 左記方法を採用している主な理由 

 うち、被保険者自身での破棄を認

めている後期高齢者医療広域連

合数：4後期高齢者医療広域連合 

・後期高齢者医療被保険者証の両端の色を年

度ごとに変更しているなどしており、誤使

用のおそれは低いため 

・被保険者の負担軽減や利便性を考慮してい

るため 

（注）1  当局の調査結果による。 

   2  調査結果は、令和元年 12月 1日時点の状況である。 

   3  4 後期高齢者医療広域連合では、窓口への返却も認めている。 
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表 3 有効期限切れの被保険者証等について、被保険者自身での破棄を認めているが、

その旨を広報誌等の媒体で周知していない事例 

    県名 

集計区分 
徳島県内 香川県内 愛媛県内 高知県内 合計 

県別該当機関数 12機関 8機関 3機関 18機関 41機関 

    証名 

集計区分 

国民健康保険 

被保険者証 
高齢受給者証 

後期高齢者医療

被保険者証 
合計 

証別該当機関数 26機関 36機関 1機関 63機関 

【周知していない主な理由】 

○ 施行規則で規定されている被保険者証等の様式において、有効期限を経過した

ときは、市町村へ提出・返却するよう規定されているため（5機関） 

○ 医療機関での誤使用防止、個人情報流出防止等の観点から、基本的には返却を

求めているが、返却が困難な場合は、被保険者自身での破棄も認めているため（8

機関） 

○ 原則、新しい被保険者証等は窓口で交付しており、その際には有効期限切れの

被保険者証等を回収しているが、持参するのを忘れた場合には、被保険者自身で

破棄するようお願いしているため（3機関） 

○ 有効期限切れの被保険者証等を被保険者自身で破棄して差し支えない旨周知

すると、資格喪失時などにも返却されなくなるおそれがあるため（1機関） 

○ 被保険者証等の有効期限が切れている場合、返却してもらう必要性がないた

め、そのような場合における処分方法まで言及していない（1機関） 

○ 国民健康保険団体連合会で共同印刷しており、自機関で作成していない（4機

関） 

（注）1  当局の調査結果による。 

   2  調査結果は、令和元年 12月 1日時点の状況である。 

      3 国民健康保険被保険者証及び高齢受給者証は市町村への調査結果を、後期高齢者医療

被保険者証は後期高齢者医療広域連合への調査結果を整理した。表 4及び 5において同

じ。 

   4  表題中「被保険者証等」は、国民健康保険被保険者証、高齢受給者証及び後期高齢者

医療被保険者証の総称として用いている。表 4及び 5において同じ。 

   5  本表中「施行規則」は、国民健康保険法施行規則（昭和 33年厚生省令第 53号）及び

高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成 19年厚生労働省令第 129号）の総称

として用いている。表 4において同じ。 

   6  「県別該当機関数」欄及び「証別該当機関数」欄は、表題の事例がみられた市町村及

び後期高齢者医療広域連合の合計である。 

     なお、「県別該当機関数」の母数は、表 1の①及び③の 85市町村並びに 4後期高齢者

医療広域連合（合計 89機関）である。 

   7  「県別該当機関数」と「証別該当機関数」の合計が一致しないのは、「証別該当機関

数」の場合、複数の証において表題の事例がみられた機関があるため、当該機関につい

ては証ごとに計上したためである。また、国民健康保険被保険者証と高齢受給者証が一

体化している機関については、「国民健康保険被保険者証」欄に計上した。表 4におい

て同じ。 
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表 4 有効期限切れの被保険者証等の返却・処分方法について、周知している媒体ご

とに周知内容が区々となっている事例 

    県名 

集計区分 
徳島県内 香川県内 愛媛県内 高知県内 合計 

県別該当機関数 5機関 2機関 4機関 12機関 23機関 

    証名 

集計区分 

国民健康保険 

被保険者証 
高齢受給者証 

後期高齢者医療

被保険者証 
合計 

証別該当機関数 10機関 15機関 1機関 26機関 

【区々となっている主な理由】 

○ 施行規則で規定されている被保険者証等の様式において、有効期限を経過した

ときは、市町村へ提出・返却するよう規定されているため（2機関） 

○ 原則、新しい被保険者証等は窓口で交付しており、その際には有効期限切れの

被保険者証等を回収しているが、窓口に来なかった被保険者については、後日、

被保険者証等を郵送する際の同封文書にて、有効期限切れの被保険者証等は被保

険者自身で破棄するよう案内しているため（1機関） 

○ 国民健康保険団体連合会で共同印刷しており、自機関で作成していない（5機

関） 

（注）1  当局の調査結果による。 

   2  調査結果は、令和元年 12月 1日時点の状況である。 

   3  「周知している媒体ごとに周知内容が区々となっている事例」の内容は、ある周知媒

体では被保険者自身で破棄しても差し支えない旨周知している（保険者に返却するよう

求める旨の周知が併記されている場合も含む。）一方、別の周知媒体では返却するよう

求めている（被保険者自身で破棄しても差し支えない旨周知していない）事例である。 

   4  「県別該当機関数」欄及び「証別該当機関数」欄は、表題の事例がみられた市町村及

び後期高齢者医療広域連合の合計である。 

     なお、「県別該当機関数」の母数は、95市町村及び 4後期高齢者医療広域連合（合計

99機関）である。 
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表 5 有効期限切れの被保険者証等の返却・処分方法に係る周知状況 （単位：市町村、後期高齢者医療広域連合） 

証別 所在県名 
HP 広報誌 同封文書 台紙・裏面 他 

窓破 破 窓 窓破 破 窓 窓破 破 窓 窓破 破 窓 窓破 破 窓 

国民健

康保険

被保険

者証 

徳島県 0 0 0 4 2 0 9 4 3 2 1 11 0 0 0 

香川県 1 0 1 2 1 3 3 1 9 0 0 4 0 0 0 

愛媛県 2 0 1 2 3 2 7 6 3 1 2 6 0 0 0 

高知県 0 0 0 2 2 0 10 8 4 0 1 8 1 0 1 

小計 3 0 2 10 8 5 29 19 19 3 4 29 1 0 1 

高齢受

給者証 

徳島県 0 0 0 0 1 0 6 1 3 0 0 16 0 0 0 

香川県 1 0 0 1 1 1 3 0 5 0 0 11 0 0 0 

愛媛県 0 0 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 

高知県 0 0 0 0 0 0 9 8 3 0 0 24 0 0 0 

小計 1 0 0 1 2 1 19 11 12 0 0 51 0 0 0 

後期高

齢者医

療被保

険者証 

徳島県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

香川県 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 

愛媛県 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

小計 2 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 2 1 0 0 

合計 6 0 2 11 10 6 50 30 31 4 4 82 2 0 1 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 調査結果は、令和元年 12月 1日時点の状況である。 

3  本表中、「窓」は窓口に返却するよう周知していることを、「破」は被保険者自身で破棄しても差し支えない旨周知していることを、「窓

破」は併記していることを示す。 

4 本表中「同封文書」は、被保険者証等郵送等時に同封している文書である。 

5 本表中「台紙・裏面」には、被保険者証等のケースも含まれている。 

6 本表中「他」は、防災行政無線等が含まれている。 

7 被保険者が窓口に来訪した際や電話での問合せ時の説明など、被保険者自らが確認する場合は、本表には含めていない。 
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成年被後見人名義の既存口座に後見設定する際の 
金融機関における被後見人の本人確認 

～金融庁からの回答内容（令和 3年 2月 12日公表(P2～P4）)について～ 

 

 
 
 
 
 

金融庁の対応により、金融機関において、既存口座への後見の設定時にお
ける被後見人の本人確認の方法について、成年後見人の負担軽減及び金融
機関の実務の円滑化の観点から見直しが行われることに期待 

＜措置状況＞ 
① 金融機関に対し、一般社団法人全国銀行協会を通じて、総務省が実施し
た金融機関アンケートの結果等を踏まえ、傘下金融機関に既存口座への
後見設定に係る事務手続を改めて検討するよう周知

② 上記①の対応結果を、警察庁に情報提供

推進会議（第 120回）結果報告案件 

資料 4 

行政相談委員意見の内容 
成年被後見人名義の既存口座に成年後見人が後見設定する場合、後見関

係を証明する登記事項証明書のみで手続できることがある一方で、被後見
人の本人確認のためこれ以外の書類を求められる場合もある。登記事項証
明書のみで被後見人の本人確認ができるよう、金融機関での取扱いを統一
してほしい。 
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標準報酬改定に係る決定書の教示事項について（令和 2年 12月 4日あっせん） 

～厚生労働省からの回答内容の公表（P2～P6）について～ 

 
 
 
 

被保険者の権利保障の観点から、事業主から被保険者への標準報酬月額
等の決定にかかる「通知様式例」について、早期に改善 
働き方の多様化という社会情勢の変化の中、被保険者が、標準報酬月額等

の決定に不服がある場合に、「不服申立てができるか」や、「どこに不服申立
てをしたらよいか」が明確になっており、改善効果に期待 

＜改善内容＞ 
〇 通知様式例の改訂（令和 2年 12月 4日） 
  日本年金機構のホームページに掲載している「健康保険・厚生年金保険
標準報酬月額及び標準賞与額等の通知書（被保険者用）」の「通知様式例」
に、決定に不服があるときは審査請求できる旨を追記 

○ 事業主及び被保険者向けの周知（令和 2年 12月 4日・同月 21日）
日本年金機構のホームページにおいて、事業主及び被保険者向けに決

定に不服があるときは審査請求できる旨を周知 
また、事業主宛てに改訂後の「通知様式例」の活用について周知 

推進会議（第 120回）結果報告案件 

資料５ 

相談内容 
厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）に基づき事業所から被保険者

に通知される「標準報酬月額の決定通知書」には、決定に不服があれば不服
申立てできることが記載されていないので、同通知書でこの旨を教示して
ほしい。 
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2 12 21

2 12 21

URL:https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/tekiyo/hihokensha2/20120330-04.html

URL:https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/tekiyo/hihokensha2/20201204.html
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